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「源泉徴収ありの特定口座」の利用方法
～ 上場株式等の譲渡申告 ～

（この資料は全部お読みいただいて90秒です）

今年も平成19年分所得税の確定申告の時期が近づいてきました。上場株式等の譲渡申告

を「源泉徴収ありの特定口座」で済まされている方も多いのではないでしょうか。「源泉徴収
ありの特定口座」を選択された場合、証券会社が申告・納税してくれるため、納税者にとって
は非常に利便性の高い納税方法です。しかし、下記のような場合には、申告した方が有利と
なる可能性がありますので注意を要します。

③ 他に所得がない配偶者の場合

他に所得がない配偶者の場合、申告することにより源泉徴収されていた税金の
一部が還付される可能性があります。
しかし、配偶者が源泉徴収された税金の還付を受けるために申告をした場合、

その所得は合計所得金額に含まれ、合計所得金額が38万円を超える場合、夫は配
偶者控除の適用を受けることが出来なくなるため、注意を要します。

① 譲渡損が発生した場合

その年において譲渡損が発生した場合、翌年以降3年間にわたり、その譲渡損を
繰り越すことができます。つまり、譲渡損を繰り越すためには「源泉徴収ありの
特定口座」を選択した場合であっても申告しなければなりません。

② 複数の特定口座を所有し、譲渡損の特定口座がある場合

特定口座内の譲渡損益はその口座内であれば損益通算されます。しかし、複数
の特定口座を所有し、いずれかの特定口座で譲渡損が発生している場合は、申告
しない限り各々の特定口座は損益通算されません。この場合には申告することに
より税金の一部が還付される場合があります。

上場株式等

特定口座

一般口座 申告必要

源泉徴収あり

申告不要

源泉徴収なし

申告選択 上記のケース

※ 誠に勝手ながら、200７年12月29日から200８年1月６日まで年末年始休暇とさせていただきます。


